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１．はじめに  

 研究対象とした北千住地区は，荒川と隅田川に囲ま

れた約 4km×3km の狭い地区である．図 1 の治水地形

分類図 1)からわかるように河川の堆積作用によって

形成された沖積低地であり，大地震時に強い揺れが生

じ，また一部で液状化する危険性を有した地域的な特

徴がある．筆者らは過去に，250m メッシュと 50m メ

ッシュの異なるメッシュサイズの電子地盤モデルを

用いて東京湾北部地震を想定した一次元地震応答解

析を行い，北千住地区の液状化判定を行ってきた 2)．

これより，電子地盤モデルを 50m メッシュに細分化す

ることで，より地盤構造の特徴を考慮した液状化判定を行なえることがわかっている．本研究では，FL法によ

る液状化予測時のせん断応力比 L の算定に用いられている深さ方向の低減係数dについて検討を行った． 

２．電子地盤モデルを用いた一次元地震応答解析  

 一次元地震応答解析には，DYNEQ3)を用いた．地盤の変形特性

は，安田・山口の実験式 4)に基づくものとし，入力物性について

は，地層区分は N 値と深度および層厚から行い，細粒分含有率

FCあるいは N 値より単位体積重量や平均粒径の設定を行った．

FC については，上部有楽町層と判定された地盤では亀井ら 5)に

よる式で N 値から算出し，それ以外の層については東京都の液状化予

測時 6)に使用されたものを用いた．基盤入力地震波形は，図 2 に示す東

京湾北部地震想定地震波形 7)を使用した．図 3 には，この地震波による

工学的基盤及び 50m メッシュにおける地表の加速度応答スペクトルを

示す．50m メッシュの地盤の固有周期 TGを道路橋示方書 8)による式で

算出したところ，旧河道では TG =0.868~1.03s，砂州・砂丘では TG 

=0.674~1.29s，氾濫平野では TG =0.583~1.40s となった．なお，せん断波

速度 VSは道路橋示方書 8)に示される推定式より算出した．  

３．電子地盤モデルによる液状化判定及び低減係数γdの検討 

 ここでの液状化判定は，液状化に対する安全率 FLから算出される液状化指数 PLにより各メッシュでの液状

化によるリスクを評価することと定義した．その際の液状化強度比 R は亀井ら 5)による細粒分を考慮した補正

式を用いる東京低地式より求め，地震時のせん断応力比 L は，一次元地震応答解析の結果より求める式(1) (以

下，詳細法)と，地表面最大加速度maxを用いる式(2) (以下，簡易法) の 2 通りで求めた．  

L =max/'v           ・・・(1) 

L =max /g・v /'v・d ・・・(2) 

 キーワード 電子地盤モデル，液状化判定，簡易法，低減係数，微地形 
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図1 北千住地区の治水地形分類図 1)とメッシュ位置 

図 2 東京湾北部地震想定地震波形
7) 

0 10 20 30 40 50
-3

-2

-1

0

1

2

3

時間(s)

加
速
度

(m
/s

2
)

東京湾北部(EW成分)

最大加速度 ：2.43m/s
2

0.1 0.5 1 5 10
0

2

4

6

8

10

12

14

16

周波数 (Hz)

加
速
度
応
答
ス
ペ
ク
ト
ル

 (
m

/s
2
)

 h=5.0%

 基盤面

0.1 0.5 1 5 10
0

5

10

15

周期 (s)

加
速
度
応
答
ス
ペ
ク
ト
ル

 (
m

/s
2
)

h=5.0%

 基盤面

0.1 0.5 1 5 10
0

5

10

15

周期 (s)

加
速
度
応
答
ス
ペ
ク
ト
ル

(m
/s

2
)

 旧河道
 砂州・砂丘
 氾濫平野
 自然堤防
 盛土地・埋立地
 工学的基盤

図 3 加速度応答スペクトル 

 III-482 令和元年度土木学会全国大会第74回年次学術講演会

© Japan Society of Civil Engineers III-482



ここに，式(1)における τmax，’vは各層の中間深度における最大せん断応力，有効上載圧であり，式(2)にお

ける αmaxは各メッシュにおける地表面最大加速度(gal)，g は重力加速度(981gal)，v， ’vは層下端深度の全

上載圧,有効上載圧，dは深さ方向の低減係数である．dについては，岩崎ら 9)によって提案された式(3)を用

いて算出した．ただし，z は深度(m)である． 

d ＝1-0.015z        ・・・(3) 

 図 3 に，50m メッシュ毎の各手法で求めた PL分布を，

図 4 に，全 50m メッシュに対して，各手法の PLの結果

を微地形毎に比較したものを示す．これより，簡易法の

結果の方が全体的に大きくなる傾向が読み取れる．この

差異は，L を求める際のdによるものと考えられる．そ

こで式(1)及び(2)より，dを逆算(=詳細法/簡易法)して求

め，微地形毎に式(3)の値と比較した．図 5 に，AVS30(地

表から深さ 30m までの平均 VS)が 140~150m/s2である旧

河道，砂州・砂丘，氾濫平野に該当するメッシュにおけ

るdを示す．図に示すように，液状化判定に関わる深度

20m までに着目すると，東京湾北部地震想定地震波に対

して簡易法はいずれも安全側に評価していることがわ

かる．dが既往の提案式から減じる付近の地層構成の特

徴は，有楽町層下部と七号地層の境界であった．また，氾濫平野や旧河道部においては表層地盤の固さに応じ

て増幅傾向が異なることがわかる．一方，砂州や砂丘では，砂層や砂礫層が連続する地層モデルであり，旧河

道や氾濫平野のような弓なりの形状と異なることもある．なお，岩崎らによって提案された深さ方向の低減係

数は，地盤種別や卓越周期の異なる地震動に対して検討がなされ，その平均的な値として提案された係数であ

るため，地震動の卓越周期の異なる検討を行う必要があると考えている． 

４．まとめ 

 北千住地区の液状化判定に及ぼす深さ方向の低減係数dの影響について検討を行った．深さ方向の低減係数

dを用いた簡易法による液状化判定は，東京湾北部地震想定地震波に対して安全側に評価する傾向にあること

がわかった．今後は，海溝型地震等の周期特性の異なる検討が必要と考えている． 
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図 3 50m メッシュにおける PLの分布 図 4 各微地形の PLの比較 
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図 5 低減係数dの比較 
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